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１．計画の目的

近年、大気中の温室効果ガス濃度が急激に増加し、それに伴って地球の平均気温が上

昇する、いわゆる「地球温暖化」が大きな問題になっています。地球温暖化は、平均気

温の上昇だけではなく、大雨の発生頻度の増加など、様々な問題を引き起こしています。

この地球温暖化の進行を防止するため、世界中で温室効果ガス（特に最も影響の大き

い二酸化炭素）の排出量削減が求められており、実質的な排出量をゼロとする「カーボ

ンニュートラル」の実現が推進されています。日本においても、2020年（令和2年）10月

に2050年にカーボンニュートラルを目指すことが宣言されました。また、北海道でも、

「北海道地球温暖化対策推進計画（第3次）改定版」（2022年（令和4年）3月改定）にお

いて、長期目標として2050年までに温室効果ガス排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボ

ン北海道」の実現を掲げています。

これらの状況を踏まえ、湧別町は、2024年（令和6年）3月6日、令和6年第1回湧別町

議会定例会において、町長の町政執行方針の中で「ゼロカーボンシティ」を宣言し、

2050年までに二酸化炭素（温室効果ガス）排出量の実質ゼロを目指すものとしました。

本計画は、「湧別町ゼロカーボンシティ」達成のため、湧別町の二酸化炭素排出量の現

状について把握し、再生可能エネルギーの導入や省エネルギーなど、排出量を削減する

ための施策について検討・整理することで、町、町民、事業者が協力して二酸化炭素排

出量の削減を図ることを目的としています。

２．計画の位置づけ

本計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律 第21条第4項」において定められた

地方公共団体実行計画です。また、上位計画である「第3期湧別町総合計画」と整合をと

ると共に、役場における温室効果ガス排出量削減のために策定された「湧別町地球温暖

化対策実行計画（事務事業編）」やその他の計画と整合・連携して計画を進めます。

なお、本計画は2013年度（平成25年度）を基準年度とし、2030年度（令和12年度）を

目標年度、2025年度（令和7年度）から2030年度（令和12年度）までの7年間を計画期間

として、必要に応じて見直しを行うものとします。また、本計画の対象地域は、湧別町

全域とし、対象とする温室効果ガスは、エネルギー起源の二酸化炭素とします。

１
図１ 本計画の位置づけ



３．湧別町のエネルギー消費量と二酸化炭素排出量の現状

２

湧別町の公共施設のエネルギー消費量の推移をみると、2022年度（令和4年度）のエネ

ルギー消費量は2013年度（平成25年度）と比較して6%減少しました。

2022年度（令和4年度）のエネルギー消費量の内訳をみると、重油が最も多く約6割を

占め、次いで電気の消費量が多くなっています。また、施設の種類ごとのエネルギー消

費量では、学校教育系施設の消費量が最も多く、次いでスポーツレク系施設、温泉と

なっています。

３.１ 公共施設のエネルギー消費量

図２ 公共施設のエネルギー消費量
（左：エネルギー消費量の推移、中：エネルギー消費量の内訳（エネルギー種別）、下：エネル
ギー消費量の内訳（施設の種類別））

統計データおよび町の事業者へ行ったアンケート・ヒアリングの結果から、湧別町の

エネルギー消費量を合計で414,967MWh/年と求めました。また、エネルギー消費量から

湧別町の二酸化炭素排出量を求めると、115,250 t-CO2となりました。内訳をみると、エ

ネルギー消費量、二酸化炭素排出量ともに、産業部門の農林水産業が最も多く、次いで

同部門の製造業という結果となりました。

３.２ 町全体のエネルギー消費量と二酸化炭素排出量

図３ 湧別町における部門別エネルギー消費量と二酸化炭素排出量

出典）家庭部門、運輸部門：都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギー庁）、総合エネルギー

統計（資源エネルギー庁）より按分法にて算定

上記以外の算定方法については事業者アンケート・ヒアリング結果から算定した区分別のエ

ネルギー消費量原単位を使用



植物は、二酸化炭素を取り込み、光合成によって炭素として蓄積し、酸素を排出しま

す。このため森林は、土砂災害防止機能や水源涵養機能を持つだけではなく、二酸化炭

素の吸収源とみなすこともできます。

森林の二酸化炭素吸収量は、森林の材積（蓄積）の変化量によるため、森林が成長し

た場合にはマイナス（＝吸収）となり、伐採した場合にはプラス（＝排出）となります。

国が管理している国有林、および森林面積や材積の集計方法が異なる2019年度、2021年

度を除外して、2016年度から2022年度までの湧別町の町有林、私有林等の二酸化炭素吸

収量をみると、平均は47,192 t-CO2となります。

本計画では、この町有林および私有林等の二酸化炭素吸収量の平均である47,192 t-

CO2を湧別町の二酸化炭素吸収量として考えます。

３

図４ 湧別町の森林と二酸化炭素吸収量

出典：国土地理（ https://maps.gsi.go.jp/development/ichiran.html ）

国土数値情報（森林データ）（国土交通省）（ https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html ）

（2024年9月6日取得）

北海道林業統計（2023年度、北海道オープンデータ CC-BY4.0）より作成

３.３ 森林による二酸化炭素の吸収



４．湧別町の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

再生可能エネルギーは、「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及

び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」とその施行令で定められてお

り、温室効果ガスを排出せず、国内で生産できるエネルギーです。エネルギーの安定供

給の面からも重要なエネルギー源であり、また、地域資源の有効活用による産業の創出

や雇用の促進、地域レジリエンス強化のためにも、再生可能エネルギーの活用が求めら

れています。

４

４.１ 再生可能エネルギーとは

図５ 再生可能エネルギーの種類

出典：資源エネルギー庁ウェブサイトをもとに作成

（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/）

４.２ 湧別町の再生可能エネルギーの賦存量と導入ポテンシャル

賦存量

（発生量）

導入ポテンシャル

（電力）

導入ポテンシャル

（熱量）
相当世帯数

太陽光 建物系 － 131,000 MWh/年 － 35,224 世帯

土地系 － 3,394,000 MWh/年 － 912,610 世帯

－ 4,548,000 MWh/年 － 1,222,909 世帯

－ － 478 TJ/年 9,881 世帯

－ － 35 TJ/年 718 世帯

木質系 123.319 千m
3
/年 － － －

畜産系 497,621 t/年 － － －

農業系 853,216 t/年 － － －

水産系 20,877 t/年 － － －

生活系 46,524 t/年 － － －

8,073,000 MWh/年 513 TJ/年

太陽熱

種類

陸上風力

地中熱

バイオマス

湧別町の再生可能エネルギーの賦存量・導入ポテンシャルは下表のとおりで、導入ポ

テンシャルを合計すると、電力で8,073,000 MWh/年、熱量で513 TJ/年（＝142,500

MWh/年）となります。この値は、湧別町の消費エネルギー（414,967MWh/年）を大き

く上回っており、再生可能エネルギーを活用することによって、町内のエネルギーを十

分に賄うことができます。ただし、再生可能エネルギーを実際に活用する場合には、事

業性、自然環境への影響、町民・事業者等の意見を考慮して行っていく必要があります。

表１ 湧別町の再生可能エネルギー賦存量および導入ポテンシャル



５．二酸化炭素排出量の将来推計

湧別町が2050年にカーボンニュートラルを達成するためには、どの程度の省エネル

ギー・再生可能エネルギー導入を行うべきかを検討するために、以下の３つのシナリオ

を考え、湧別町から排出される二酸化炭素量の変化について試算しました。

５

５.１ 将来推計を行う３つのシナリオ

(現状すう勢)ケース

条件 現状以上の省エネルギーや再生可能エネルギー導入を行わず、人口や経済な

どの「活動量」変化は想定するものの、現状以上の排出削減に向けた対策・

施策は行われない。

2030年 人口については、「日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）（国立社会

保障・人口問題研究所）」による推計人口を参照し推移するものとした。

経済動向では、実質GDP、業務床面積、貨物輸送量等の活動量について、

「2030年度におけるエネルギー需給見通し（関連資料）（資源エネルギー

庁、2021年（令和3年）9月）」を参照した。

2050年 同上

国等のシナリオ参照ケース

条件 国等が想定している削減量（第6次エネルギー基本計画や環境国立研究所の

想定）と同程度の削減を湧別町でも行うと仮定した。

2030年 人口および経済動向についてはBAUケースと同様。

エネルギー消費量については、第6次エネルギー基本計画の省エネルギー見

込量を、湧別町と全国エネルギー消費量で按分し、湧別町の省エネルギー見

込量を算定。2019年のエネルギー消費量推計値から省エネルギー見込量を

引いて2030年エネルギー消費量として算定した。

再生可能エネルギー導入量については、FIT制度による再生可能エネルギー

導入量推移のトレンドも踏まえつつ、湧別町のおける再生可能エネルギーを

国等と同程度の割合で導入するものとして設定した。

2050年 人口および経済動向についてはBAUケースと同様。

エネルギー消費量については、「2050年脱炭素社会実現に向けたシナリオ

に関する一分析（国立環境研究所、2021年（令和3年）6月）」のエネル

ギー消費量削減率を湧別町の消費量に乗じて算定した。

再生可能エネルギー導入量については、「2050年脱炭素社会実現に向けた

シナリオに関する一分析」の2050年シナリオにおける電源構成では再生可

能エネルギー比率74%（うち太陽光発電比率は25%）としていることも参考

に再生可能エネルギー比率を設定した。

再エネ最大限導入ケース

条件 湧別町が持つ再生可能エネルギーを最大限に活用できるものと仮定した。

2030年 国等のシナリオ参照ケースと同様。

2050年 人口および経済動向、エネルギー消費量については、国等のシナリオ参照

ケースと同様。

再生可能エネルギー導入量については、湧別町が持つ再生可能エネルギー導

入ポテンシャルの最大値近くまで導入するものとして設定した。

表２ ３つのシナリオの条件



BAU（現状すう勢）ケースに

ついて試算した結果、2013年の

二酸化炭素排出量（129,632t-

CO2）と比較して、2030年には

二酸化炭素排出量は 5%減少

（123,459t-CO2）、2050年には

1%増加（131,399-CO2）すると

推計されました。

６

５.２ BAU（現状すう勢）ケース

５.３ 国等のシナリオ参照ケース

国等のシナリオ参照ケースに

ついて試算した結果、2013年の

二酸化炭素排出量（129,632t-

CO2）と比較して、2030年には

二酸化炭素排出量は 26%減少

（95,823t-CO2）、2050年には

62%減少（49,583t-CO2）すると

推計されました。

再エネ最大限導入ケースにつ

いて試算した結果、湧別町の再

生可能エネルギー導入ポテン

シャルは、湧別町の消費エネル

ギーを大きく上回っているため、

2013 年の二酸化炭素排出量

（129,632t-CO2）と比較して、

2030年には二酸化炭素排出量は

26%減少（95,823t-CO2）、2050

年には100%減少となり、エネル

ギー由来の二酸化炭素排出量は

ゼロとなる結果となりました。

５.４ 再エネ最大限導入ケース

5%減少 1%増加

62%減少

26%減少

100%減少

26%減少



７

５.５ 将来の二酸化炭素排出量の考え方

前頁で行った二酸化炭素排出量の将来推計から、以下の結果が得られました。

(1) 追加的な対策・施策を行わず、現状の省エネルギーや再生可能エネルギー導入で

推移した場合、2013年の二酸化炭素排出量（129,632t-CO2）と比較して、2030

年には5%減少（123,459t-CO2）、2050年には1%増加（131,399-CO2）する。

(2) 町が国等の脱炭素シナリオと同程度の対策を行えば、2013年の二酸化炭素排出量

（129,632t-CO2）と比較して、2030年には26%減少（95,823t-CO2）、2050年に

は62%減少（49,583t-CO2）する。

(3) 町が持つ再生可能エネルギーを最大限に導入すれば、2050年にはすべての消費エ

ネルギーを再生可能エネルギーに置き替え、二酸化炭素排出量は100%削減できる。

ただし、再生可能エネルギーの導入には様々な問題があるため、十分な検討が必

要となる。

また、森林の二酸化炭素吸収量からは、以下の結果が得られました。

(4) 2016年度から2022年度までの町有林・私有林等の二酸化炭素吸収量の平均から、

湧別町の二酸化炭素吸収量は年間47,192トン（47,192t-CO2）。

これらの検討結果から、湧別町の将来の二酸化炭素排出量については、以下のよう

に削減していくものと考えます。

①国等と同程度の対策を行うことにより、二酸化炭素排出量を削減します。

② 町の施策として選択した再生可能エネルギーを導入することにより、二酸化炭素

排出量をさらに削減します。

③ ①、②で削減しきれなかった二酸化炭素排出量については森林の二酸化炭素吸収

量と相殺し、ゼロカーボンの達成を図ります。

図６ 将来の二酸化炭素排出量の考え方



６．湧別町が目指す将来ビジョン

湧別町の省エネルギー・再生可能エネルギーの導入の方向性については、部門別に以

下のように考え、取り組みを推進します。

８

６.１ 省エネルギー・再生可能エネルギー導入の方向性

図７ 省エネルギー・再生可能エネルギー導入の方向性

６.２ 湧別町の将来ビジョン

湧別町では、第3期総合計画において目指す将来像と基本理念、基本目標を定めていま

す。本計画では、その将来像を実現するためのエネルギー・脱炭素分野における将来ビ

ジョンを以下のとおり定めました。

表３ 湧別町の将来ビジョン

将来ビジョン 関連部門 実現のための施策

安全・安心で快適に暮らし続け

られるまちづくり

■再生可能エネ

ルギーの導入に

よるレジリエン

スの向上

■業務他部門

（役場）

■運輸部門

■マイクログリッドの実現

■省エネ型建物（ZEB）の推進

■次世代自動車の導入

■温泉排湯を活用した熱利用

豊かな自然と産業がともに息づ

く活力あふれるまちづくり

■再生可能エネ

ルギーの導入に

よるカーボン

ニュートラルの

実現

■産業部門

■業務他部門

（役場）

■業務他部門

（役場以外）

■家庭部門

■スマート農業の推進

■バイオガス発電の推進

■バイオガスの新たな活用の検討

■太陽光発電の導入

■蓄電池の導入

豊かな心とふるさとを愛する心

を育むまちづくり

■自然と調和し

た取り組みの推

進

■産業部門

■業務他部門

（役場）

■ブルーカーボンの創出

■森林の適切な管理・維持

■自然環境の保護

■食品加工残渣等の活用

誰もがいきいきと笑顔で暮らせ

るぬくもりのあるまちづくり

■省エネルギー

の推進など行動

変容の実現

■家庭部門

■業務他部門

（役場）

■業務他部門

（役場以外）

■運輸部門

■省エネ型住宅（ZEH）の推進

■断熱改修の推進

■省エネ機器の導入

■省エネ行動の推進

■ごみの分別・リサイクルの推進

町民一人ひとりが支えあい助け

合う思いやりのあるまちづくり



６.３ 脱炭素ロードマップ

将来ビジョンで示した施策のロードマップを以下に示します。

９



７．湧別町が推進する脱炭素に向けた取り組み

７.１ 国や北海道の取り組み

国等と同程度の対策を行い、同程度の二酸化炭素排出量の削減を実現するためには、

国等が行っている施策について把握し、同じように対策を行う必要があります。

国の対策として、環境省では、2050年カーボンニュートラルおよび2030年度削減目標

の実現に向けて、国民や消費者の行動変容、ライフスタイル変革を強力に後押しするた

め、「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動」である「デコ活」を展開

しています。また、北海道では、2050年「ゼロカーボン北海道」の実現に向けた脱炭素

に向けたライフスタイル・ビジネススタイルの転換につながる取り組みとして、出来る

ことからゼロカーボンの取り組みを一緒に実践していくプロジェクト「ゼロカーボン北

海道チャレンジ！」を立ち上げています。

１０

分類 アクション

まずは

ここから

住 デ 電気も省エネ 断熱住宅 （電気代をおさえる断熱省エネ住宅に住む）

住 コ こだわる楽しさ エコグッズ （LED・省エネ家電などを選ぶ）

食 カ 感謝の心 食べ残しゼロ （食品の食べ切り、食材の使い切り）

職 ツ つながるオフィス テレワーク （どこでもつながれば、そこが仕事場に）

ひとりでに

CO2が下がる

住 高効率の給湯器、節水できる機器

移 環境にやさしい次世代自動車を選ぶ

住 太陽光発電など、再生可能エネルギーを取り入れる

みんなで実践 衣 クールビズ・ウォームビズ・サステナブルファッションに取り組む

住 ごみはできるだけ減らし、資源としてきちんと分別・再利用する

食 地元産の旬の食材を積極的に選ぶ

移 できるだけ公共交通・自転車・徒歩で移動する

買 はかり売りを利用するなど、好きなものを必要な分だけ買う

住 宅配便は一度で受け取る

出典：デコ活ウェブサイト（https://ondankataisaku.env.go.jp/decokatsu/）

表４ デコ活アクション

図８ ゼロカーボン北海道チャレンジ！ プロジェクト一覧

出典：北海道ウェブサイト（https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/zcs/challenge.html）



７.２ 湧別町で重点的に実施する行動変容メニュー

国や北海道の取り組みを踏まえて、湧別町では国と同程度の二酸化炭素排出量削減の

ため、以下の取り組みについて特に重点的に推進していきます。表中には、アンケート

調査結果から得られた現在の達成率を記載しています。町民一人一人が脱炭素に向けた

行動を行っていくことにより、達成率を上昇させ、町の脱炭素を実現するライフスタイ

ルの確立を目指します。

１１

取り組み
アンケート結果

での達成率

2030年の

CO2削減量

2050年の

CO2削減量

2030年

までに

達成

適切な室温

設定
19kg/人 56%

町民の70%

が実施

8t-CO2

－

エコドライ

ブの実施
148kg/人 74%

町民の90%

が実施

17t-CO2

－

高効率給湯

への買い替

え

121kg/世帯 7%

30%の世帯

が実施

106t-CO2

－

2050年

までに

達成

省エネ家電

への買い替

え

163kg/世帯 15%

30%の世帯

が実施

91t-CO2

40%の世帯が実施

121t-CO2

住宅の断熱 47kg/世帯 20%

40%の世帯

が実施

35t-CO2

55%の世帯が実施

62t-CO2

2050年

までに

10～30％

達成

消費エネル

ギーの見え

る化

59kg/世帯 3%

10%の世帯

に導入

16t-CO2

30%の世帯に導入

52t-CO2

太陽光パネ

ルの設置
1,275kg/世帯 8%

12%の世帯

に導入

182t-CO2

20%の世帯に導入

446t-CO2

表５ 湧別町で重点的に実施する行動変容メニュー



７.３ 再生可能エネルギーの地産地消を推進する重点プロジェクト

湧別町に導入し、地産地消を推進するべき再生可能エネルギーは、本計画策定に先

立って行ったアンケートの回答結果から、太陽光発電と畜産バイオマスとし、産業部門

や業務他部門に再生可能エネルギーを導入する「重点プロジェクト」を下表にまとめま

した。
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表６ 重点プロジェクト一覧

番号 名称
CO2

削減量
進捗管理指標 目標

1
バイオガスプラントによ

る発電事業 約5,405 t-CO2

バイオガスプラントの建設数
２件

2 ブルーカーボンの創出 約38 t-CO2
藻場の面積（ha） 5 ha

3 公共施設のZEB化の推進 約437 t-CO2
公共施設のZEB化件数（件） ２件

4

太陽光発電設備の運用お

よび自立分散型マイクロ

グリッド構築
約291t-CO2

マイクログリッド構築に伴う太陽光

発電設備の導入容量(kW） 500kW

5
スマート農業分野への再

エネ導入 約581 t-CO2

電化・FCV化した農業機械への買い

替え台数(台) 122台

6

次世代太陽光も含めた太

陽光発電導入
約582t-CO2

太陽光発電設備の導入容量(kW)

1,000 kW

7

蓄電池導入によるFIT後

電源活用 約450 t-CO2

蓄電池導入容量（kWh）

715 kWh

8

食品加工残渣等によるメ

タン発酵発電

約267 t-CO2

第1段階：食品加工残渣等の収集・

運搬等コストの把握、導入検討

第2段階：発電規模の検討

第3段階：メタン発酵発電の実証

第4段階：メタン発酵発電事業化

メタン発酵

発電の

事業化

9
温泉排湯を活用した熱利

用 － － －

10
系統制約下での先進的バ

イオガス活用事業 － － －

合計 約8,051 t-CO2 － －
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１）バイオガスプラントによる発電事業

事業背景 ◼湧別町では畜産業が盛んであり、20,565頭の乳用牛を飼養している。

地域課題 ◼家畜ふん尿の適切な処理。

◼現在、町内3カ所のバイオガスプラント（以下、「BGP」）で乳牛ふん尿(2,030頭相当)

の処理を行っているが、BGPで処理できていない乳牛ふん尿が多い。

◼BGPで処理できていない乳用牛ふん尿は堆肥として利用されているが、エネルギーや労

働環境、環境保全の面からBGPによる処理が望ましい。

事業内容 ◼町内にBGPを建設し、乳用牛のふん尿等の処理を行う。

◼発電した電力は、地域電力会社を通じて町内の公共施設や農協、漁協施設へ販売し、最

終的には民間企業や地域住民へ販売を拡大する。

◼建設中のオホーツク湧別バイオガス株式会社の集中型BGPでは、年間約80,600トン/年

の家畜ふん尿(乳牛換算3,400頭規模)を収集し、年間7,152MWhを発電する予定である。

◼2050年度までには、町内メガファームへの個別型BGPの導入を目指す(乳牛換算700頭規

模)。年間1,200MWh程度の発電を想定する。

事業効果 ◼発電電力の使用によって系統電力の購入量が減少。

◼乳用牛ふん尿のBGPによる処理によって、労働環境の改善および環境保全の推進。

◼本事業による二酸化炭素排出量の削減量は5,405t-CO2程度を想定。

２）ブルーカーボンの創出

事業背景 ◼湧別町はオホーツク海とサロマ湖に面しており、豊富な水産資源を有する。

地域課題 ◼水産業における温暖化対策の実施。

◼湧別町において盛んな畜産業のBGPで生成されるメタン発酵消化液の活用。

事業内容 ◼湧別漁港周辺の海域で藻場造成を行い、ブルーカーボンの創出を行う。

◼畜産業によって生じたメタン発酵消化液を栄養塩として活用する。

事業効果 ◼ブルーカーボンはグリーンカーボン（森林等による二酸化炭素吸収）よりも吸収量が多

く、二酸化炭素吸収の効果的な運用につながる。

◼藻場の造成により水産業に対してもプラスの効果が働く。

◼本事業による二酸化炭素排出量の削減量は、５ha程度の藻場の造成を想定し、38 t-CO2

程度を想定。



１４

３）公共施設のZEB化の推進

事業背景 ◼省エネルギーを実現しつつ快適性・生産性を向上させるとともに、災害等の非常時にお

いて必要なエネルギー需要の削減を図る。

地域課題 ◼老朽化した公共施設等ではエネルギー消費量が多くなるため、脱炭素に向けた対策が必

要。

◼災害時の避難場所のエネルギー需要を削減する必要がある。

事業内容 ◼「湧別町庁舎等集約基本構想（令和5年7月）」に従い、役場庁舎のZEB化を検討する。

◼他の公共施設についても、改修・統廃合・新設に伴うZEB化（ZEB Ready）を展開する。

◼公共施設が積極的にZEB化に取り組むことにより、民間にも導入を促す

事業効果 ◼公共施設から率先した脱炭素化を推進する。

◼2030年までに役場庁舎のZEB化を想定。二酸化炭素排出量の削減量は、268t-CO2程度を

想定。

◼2050年度までにさらに1施設のZEB化を想定。二酸化炭素排出量の削減量は、169t-CO2

程度を想定。

４）太陽光発電設備の運用および自立分散型マイクログリッド構築

事業背景 ◼発電した再生可能エネルギーの地産地消を目指すと共に、レジリエンスの向上を図る。

地域課題 ◼大規模停電時にエリア内での停電の発生を抑えるなど、レジリエンス機能の向上が必要

である。

事業内容 ◼公共施設や住宅など、複数の拠点箇所を自営線等でつなぎ、太陽光発電等によりエネル

ギー供給を行うシステムを構築する（マイクログリッド化）。

事業効果 ◼マイクログリッドそのものは省エネルギーや再生可能エネルギー導入を行うものではな

いが、再生可能エネルギーにより発電した電気の効率的な地産地消を推進することがで

きる。

◼災害時に送配電ネットワークから独立したシステムを構築し、避難所などに電力を供給

する。

◼マイクログリッド構築に合わせ、太陽光発電（500kW）、蓄電池を設置する。蓄電池は

調整力としても活用する。

◼本事業による二酸化炭素排出量の消費量は、太陽光発電による発電量（系統電力の購入

量）より291t-CO2と試算される。
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５）スマート農業分野への再エネ導入

事業背景 ◼農業分野での二酸化炭素排出量の削減。

◼人口減少に伴う農業における後継者不足。

地域課題 ◼農業における脱炭素化が必要である。

◼後継者不足等の問題から、農作業の省力化が急務である。

事業内容 ◼農業の脱炭素化・省力化による作業の効率化を推進する。

事業効果 ◼農業機械の電化や自動運転などのデジタル技術の導入を行う。

◼(2040年以降) 農業機械の電化・FCV化を10%程度導入する。 ⇒

◼(2040年以降) デジタル技術導入等の作業効率化による燃料削減を図る。 (5%程度)。

◼農業機械の電化・FCV化により、387t-CO2の二酸化炭素排出量の削減が見込まれる。ま

た、デジタル技術導入等による作業効率化により燃料消費量が削減され、194t-CO2の二

酸化炭素排出量の削減が見込まれる。これらの合計は581t-CO2である。

６）次世代太陽光も含めた太陽光発電導入

事業背景 ◼北海道内でも降雪量の少ない地域性を活用する。

地域課題 ◼畜舎や倉庫など、強度によっては太陽光発電の設置が不可能である。また、スペースの

面から従来の太陽光発電の設置が難しい駐車場や農地など、土地の有効活用が望まれる。

事業内容 ◼公共施設を中心に、次世代太陽光も含めた太陽光発電設備の導入を行う。

◼垂直ソーラー発電システムは駐車場や農地、ペロブスカイト太陽電池は畜舎や倉庫等の

屋根や壁面への導入を検討する。

事業効果 ◼公共施設への導入可能量については、次年度以降に調査を行う。

◼ペロブスカイト太陽電池は2030年以降、汎用化の後の設置を想定する。

◼発電した電気を自家消費し、使用電力量（費用）および二酸化炭素排出量を削減するも

のとし、将来的に系統容量が強化されれば飛躍的に導入拡大を図ることが可能である。

◼本事業によって導入する太陽光発電設備の容量は1,000kWを想定し、二酸化炭素排出量

の消費量は、その発電量（系統電力の購入量）より582t-CO2と試算される。
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７）蓄電池導入によるFIT後電源活用

事業背景 ◼現在FIT制度で認定を受けている町民および町内事業者の太陽光発電設備が、FIT調達期

間の終了が近い。

地域課題 ◼FIT後電源の町内での活用が望まれる。

事業内容 ◼補助金交付により、町民および町内事業者への蓄電池の導入を促進する。

◼発電及び蓄電池に充電した電力は自家消費するものとし、二酸化炭素排出量の削減を図

る。

事業効果 ◼現在FIT制度で認定されている町内の50kW未満の太陽光発電設備について、50%が蓄電

池（FIT認定容量10kW未満は5kWh、10kW以上は20kWh）を導入し自家消費するものと

仮定した場合、自家消費される電力量は844MWh/年となり、二酸化炭素排出量の削減

量は450t-CO2と試算される。

８）食品加工残渣等によるメタン発酵発電

事業背景 ◼水産加工の食品加工残渣は肥料への利用、厨芥類、家庭系生ごみ等は焼却処理を行って

おり、廃棄物として処分している。

地域課題 ◼上記廃棄物の処理に伴って排出される温室効果ガス、および処分費の削減。

事業内容 ◼食品加工残渣や厨芥類、家庭系生ごみ等をメタン発酵、生じたバイオバスによって発電

を行う。

◼発電に伴い発生する熱は農業ハウス等での活用を行う。

◼回収される消化液については畑等で活用する。（オホーツク湧別BG(株)と連携）

事業効果 ◼食品加工残渣等の処分費削減、発電による二酸化炭素排出量および使用電力量（費用）

を削減。

◼50t/日の処分能力とした場合、発電量は501Mwh/年であり、二酸化炭素排出量の削減量

は267t-CO2と想定。
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９）温泉排湯を活用した熱利用

事業背景 ◼「かみゆうべつ温泉チューリップの湯」は道の駅に併設され、町民や観光客は多く利用

している。

地域課題 ◼「かみゆうべつ温泉チューリップの湯」における重油の消費量が多い。

事業内容 ◼温泉排湯からヒートポンプで熱回収を行い、その熱を温泉施設への温水供給や暖房に活

用する。

事業効果 ◼現在、暖房に用いている化石燃料（重油等）使用料金・消費量を削減し、脱炭素化を推

進する。

◼二酸化炭素排出量の削減量は現時点では未定であり、排湯量・温度等について調査検討

を行う。

１０）系統制約下での先進的バイオガス活用事業

事業背景 ◼畜産廃棄物について、バイオガスプラントによる発電に加え、新たなエネルギーまたは

エネルギーキャリアとしての活用可能性がある。

地域課題 ◼先進的技術であるメタノール／ギ酸製造事業の湧別町での実施可能性について検討が必

要である。

事業内容 ◼「興部カーボンニュートラルイノベーション事業」におけるメタノール／ギ酸製造事業

の動向を確認するとともに、将来的な連携について検討を行う。

事業効果 ◼畜産廃棄物から生じるバイオガスについて、更なる活用を行う。

◼将来的な活用可能性の検討であることから、二酸化炭素削減量は未定とする。



８．二酸化炭素排出量の削減目標

８.１ 取り組み推進による二酸化炭素排出量の将来推計

１８

国等と同程度の削減を行うための行動変容メニューの推進や重点プロジェクトを実施

することにより、湧別町の二酸化炭素排出量は以下のように変化し、2050年にはゼロ

カーボンを達成するものと推計しました。

表７ 湧別町の二酸化炭素排出量の将来推計

対象年度
年間の

二酸化炭素排出量

年間の実質排出量

(森林吸収量を差し引いたもの)

削減率

（2013年度比）

2013年度 129,632 t-CO2 82,440 t-CO2 －

2021年度 115,250 t-CO2 68,058 t-CO2 17%

2030年度 90,340 t-CO2 43,148 t-CO2 48%

2050年度 41,532 t-CO2 -5,660 t-CO2 106%

図９ 湧別町の二酸化炭素排出量の将来推計



８.２ 二酸化炭素排出量の削減目標

１９

湧別町では、二酸化炭素排出量の削減目標を以下のとおり定めます。町民、事業者の

皆様に協力いただき、行動変容や重点プロジェクトの推進を成し遂げなければ、この目

標の達成を達成することはできません。それぞれができる努力を積み重ねて、湧別町の

二酸化炭素排出量削減目標を達成しましょう。

《 二酸化炭素排出量 削減目標 》

中期目標 長期目標

2030年度までに

二酸化炭素排出量を

2013年度比で

48％削減

（削減量 39,292トン）

2050年度までに

ゼロカーボンを達成

（削減量 88,100トン）

９．促進区域

「地球温暖化対策の推進に関する法律」 では、地域の自然的社会的条件に適した再生

可能エネルギーの利用による地域の脱炭素化のため、地域脱炭素化促進施設の整備およ

びその他の地域の脱炭素化のための取り組みを一体的に行う事業を「地域脱炭素化促進

事業」と定め、市町村が地域脱炭素化促進事業について定めるときには、その対象とな

る区域である「促進区域」について定めるよう努めること、としています。

湧別町では、地域脱炭素化促進事業に関する促進区域は設定せず、地域脱炭素化促進

事業として行わない再生可能エネルギーに関する事業として重点プロジェクトを定め、

推進することとします。



１０．計画推進に向けての体制

１０.１ 推進体制

本計画では、以下のように協力・連携体制を確立し、ゼロカーボン達成するための仕

組みづくりを推進します。

２０

図 10 本計画の推進体制

１０.２ 計画の継続的な運用

本計画を有効に推進するため、設定した重点プロジェクトの進捗管理指標、定期的に

実施するアンケート等の結果について湧別町のウェブサイトや広報などでお知らせしま

す。また、計画の取り組み状況については適宜確認し、必要に応じて見直しを行う

「PDCAサイクル」を行うことによって、継続的に運用できるよう管理します。

ステージ 取 組

計画 （Plan） 重点プロジェクトおよびその進捗管理指標を設定。

実行 （Do） 項目ごとに取り組みを実施。

評価 （Check）
項目ごとに進捗管理指標を用いて評価を行う。結果については取りまと

めて公表する。

改善 （Action） 評価結果に基づき、必要に応じて取り組み内容の見直しを行う。

表８ 本計画の継続的な取り組みのためのサイクル
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